
参考様式３
令和　　年　　月　　日
　和光市長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　法人所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名 称　 
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
特定事業所集中減算の届出書（令和   年度　期）
　このことについて、居宅介護支援事業所特定事業所集中減算計算書を添えて届け出いたします。
記
	事
業
所
	名　称
	　

	
	住　所
	〒３５１－
　和光市

	
	電　話
	０４８-　　　-
	ＦＡＸ
	 ０４８-　　　-

	事業所番号
	１１７２３００


　
紹介率最高法人が８０％を超えた「正当な理由」は下記のとおりですので、減算の有無の判定をお願いします。
	　特定事業所集中減算における「正当な理由」の判断基準
□ １ 居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、サービス種別ごとの事業所数が５事業所未満である
□ ２ 判定期間の１か月当たりの平均居宅サービス計画の作成数が２０件以下である
□ ３ 判定期間の１か月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置づけられた計画件数が１月当たり平均１０件以下である
  □ ４ 利用者の日常生活圏域内において、サービス種別ごとの事業所数が５事業所未満である

　□ ５ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより、特定の事業所に集中している

　□ ６ その他の「正当な理由」
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　
※４～６については、証明する客観的資料を合わせて提出してください。
※６｢その他の正当な理由｣については、根拠を具体的・客観的に記載してください。



